
交付要綱様式等 
 
様式第１  交付申請書（第４条関係） 
    別紙１－① 国立公園等利用促進事業計画 

－② 国立公園等核心地利用施設上質化事業計画 
－③ 国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業計画 

    別紙２ 経費内訳 
    別紙３ 歳入歳出予算書（見込書）抜粋 
様式第２  変更交付申請書（第５条関係） 
様式第３  交付決定通知書（第６条関係） 
様式第４  変更交付決定通知書（第６条関係） 
様式第５  計画変更承認申請書（第７条関係） 
様式第６  中止（廃止）承認申請書（第７条関係） 
様式第７  遅延報告書（第７条関係） 
様式第８  遂行状況報告書（第７条関係） 
様式第９  消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第７条関係） 
様式第１０  取得財産等管理台帳（第７条関係） 
様式第１１  完了実績報告書（第１０条関係） 
    別紙４－① 国立公園等利用促進事業実績報告書 

－② 国立公園等核心地利用施設上質化事業実績報告書 
－③ 国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業実施報告書 

    別紙５ 経費内訳 
    別紙６ 歳入歳出決算書（見込書）抜粋 
様式第１２ 年度終了実績報告書（第１０条関係） 
様式第１３ 交付額確定通知書（第１１条関係） 
様式第１４ 精算（概算）払請求書（第１２条関係） 
 
 
（注）補助事業の実施期間内において国の会計年度が終了したときは、翌年度以降における

各様式の名称を「令和○○※１年度（令和△△※２年度への繰越分）国立公園等資源整備

事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事業及び国

立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）」と変更して取り扱うこと。 
  

※１○○は補助金交付年度、※２△△は当該年度 



様式第１（第４条関係） 
識別番号  

番     号 

年  月  日 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

交付申請書 
 

 

 国立公園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設

上質化事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）交付要綱第４条第１項

の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。 
 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

       別紙１－① 国立公園等利用促進事業計画のとおり 
（若しくは、－② 国立公園等核心地利用施設上質化事業計画のとおり） 
（若しくは、－③ 国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業計

画のとおり） 

 

２ 補助金交付申請額     金         円 

（うち消費税及び地方消費税相当額       円 ） 

 
３ 補助事業に要する経費 

       別紙２ 経費内訳のとおり 

 

４ 歳入歳出予算書（見込書）抜粋 
   別紙３ 令和  年度歳入歳出予算書（見込書）抜粋のとおり 

 
５ 補助事業の開始及び完了予定年月日 

          年  月  日 ～   年  月  日 

 
６ 備考 
 
７ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 



（１）責任者の所属部署・職名・氏名 
（２）担当者の所属部署・職名・氏名 
（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 



別紙２ 

 

経費内訳 

 

（１）総括表                                              （単位：円） 

 

（注）１ 「区分」欄は、交付要綱別表第１の「２ 区分」の中から該当するものを記載すること。 

２ 「総事業費」欄は、補助対象外事業費を除いた金額を記載すること。 

３ 「補助金所要額」欄は、1,000 円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。 

 

事業実施者 

 

 

区  分 

 

 

総事業費 

(a) 

寄付金その他

の 

収入額 

(b) 

差引額 

(c)=(a)-(b) 

 

補助対象経費 

(d) 

選定額 

(e)=(c)又は(d) 
補助率 

 

補助金所要額 

(e)×1/2 

都道府県 

   
 

 
 

  

   
 

 
 

  

小  計   
 

 
 

  

市町村 

   
 

 
 

  

   
 

 
 

  

小  計   
 

 
 

  

合   計   
 

 
 

１／２  



（２）事業別内訳 
事業実施者       

 

補助対象経費の内訳                          

 （単位：円） 

 

購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が 50 万円以上のもの） 

（単位：円） 

名  称 仕 様 数量 単 価 金 額 購入予定時期 

      

 

 

（注）１ 事業実施者ごとに別葉で作成すること。 

   ２ 「補助対象経費の区分」欄は、交付要綱別表第１の「２ 区分」ごとに、「３ 補

助対象経費」の中から該当するものを記載すること。 
   ３ 必要に応じ適宜行の追加をすること。 
 

補助対象経費の区分 金  額 積算内訳 

   

合   計 
 

 
 



別紙３ 

 

令和  年度歳入歳出予算書（見込書）抜粋 
 

（単位：  ） 

（歳   入） （歳   出） 
備 考 

事  項 金 額 事  項 金 額 

（款）  （款）   

（項）  （項）   

（目）  （目）   

（節）  （節）   

     

     

     

     

合  計  合  計   

＊市町村負担分は、   円を予定。 
 



様式第２（第５条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

変更交付申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）について、下記のとおり交付申請

を変更したいので、補助金交付要綱第５条第１項の規定により関係書類を添えて申請しま

す。 
 

記 

 

１ 国庫補助変更申請額      
                                       
２ 変更内容          
                                       
３ 変更理由 
  （注）具体的に記載する。 

 

４ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

 

 

（注）１ １の金額欄の上部に（ ）書きで当初交付決定額を記載する。 
２ 添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、

別紙２については、変更前の金額を上段に（ ）書きし、変更後の金額を下段に記

載すること。 
 



様式第３（第６条関係） 

識別番号  
                               第      号 

 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

交付決定通知書 
 

 

 

                                                    補助事業者 ●●●●●  

 

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付申請のあった令和  年度

国立公園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上

質化事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）（以下「補助金」という。）

については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）

（以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決

定したので、同法第８条の規定により通知する。 
 

 

 

    令和  年  月  日 
 

 

 

                   環 境 大 臣  ○ ○ ○ ○      
 

  



記 

 

 

１ 補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和  年  月  日付け   
第         号交付申請書のとおりである。 

 

 

２  補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合において、補

助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。 

補助事業に要する経費  金       円 

補助金の額        金       円 

 

 

３ 補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、令和  年  月  

日付け    第         号交付申請書記載のとおりである。 

 

 

４ 事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を

上限とする。 

 
 
５ 補助事業者は、適正化法、同法施行令（昭和 30 年政令第 255 号）及び補助金交付要綱

（令和６年４月 11 日付け環自整発第 2404111 号）（以下「交付要綱」という。）に従わ

なければならない。 

 

 

６ この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付

決定の通知の日から 15 日以内とする。 
 

 

７ 補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱第４条第２項ただし書

の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税等の申告後

において精算減額又は返還を行うこととする。 

 

（本件担当官の氏名、連絡先等） 

 担当官の所属部署・職名・氏名 

 連絡先（電話番号・E メールアドレス） 



様式第４（第６条関係） 

                               第      号 

 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

変更交付決定通知書 

 

 

 

                                                    補助事業者  ●●●●●  

 

 

 

 令和  年  月  日付け    第       号で変更交付申請のあった令和  年

度国立公園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設

上質化事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）（以下「補助金」とい

う。）については、補助金交付要綱（令和６年４月 11 日付け環自整発第 2404111 号）（以

下「交付要綱」という。）第６条第１項の規定により、令和  年  月  日付け    

第         号で交付決定した内容を下記のとおり変更することを決定したので通知する。 

 

 

 

    令和  年  月  日 
 
 
 

環 境 大 臣  ○ ○ ○ ○      

  



記 

 

 

１ 補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和  年  月  日付け   
第         号変更交付申請書のとおりである。 

 

 

２  変更後の補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。事業の内容が変

更された場合において、補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。 

変更前補助事業に要する経費 金    円 変更前補助金の額 金    円 

変更後補助事業に要する経費 金    円 変更後補助金の額 金    円 

増 減 額 金    円 増 減 額 金    円 

 

 

３ 補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する変更後の補助金の額は、令和  

年  月  日付け    第         号変更交付申請書記載のとおりである。 

 

 

４ 事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を

上限とする。 

 
 
５ 補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179

号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）

及び交付要綱に従わなければならない。 

 

 

６ この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付

決定の通知の日から 15 日以内とする。 
 

 

７ 補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱第５条第２項において

準用する第４条第２項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の

額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。 

 

 

（本件担当官の氏名、連絡先等） 

 担当官の所属部署・職名・氏名 

 連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

 

（注） 増減額の記載において変更額が減少する場合は、金額の表示に▲を付すること。 



様式第５（第７条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 
 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

計画変更承認申請書 
 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）の計画を下記のとおり変更した

いので、補助金交付要綱第７条第２号の規定により関係書類を添えて申請します。 
 

記 

 

１ 変更の内容                
 

                               
２ 変更を必要とする理由      
 

                               
３  変更が補助事業に及ぼす影響 

 

 

４ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

 

 

（注）１ 事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載

して添付すること。 
   ２ 経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上

段に（ ）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。 



様式第６（第７条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

中止（廃止）承認申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）を下記のとおり中止（廃止）した

いので、補助金交付要綱第７条第３号の規定により関係書類を添えて申請します。 
 

記 

 

１ 中止（廃止）を必要とする理由      
                                       
２ 中止（廃止）の予定年月日          
                                       
３ 中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響 

                                       
４ 中止（廃止）後の措置              
 

５ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 
 
 
 
（注） 中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２に交

付決定額を上段に（ ）書きし、中止（廃止）時の実施見込額を下段に記載した書類

を添付すること。 



様式第７（第７条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

遅延報告書 

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）の遅延について、補助金交付要綱

第７条第４号の規定により下記のとおり指示を求めます。 
 

記 

 

１ 遅延の原因及び内容 

 

２ 遅延に係る金額 

 

３ 遅延に対して採った措置 

 

４ 遅延等が補助事業に及ぼす影響 

 

５ 補助事業の実施予定及び完了予定年月日 

 

６ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

 

（注）１ 事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付

すること。 

   ２ 「２ 遅延に係る金額」については、事業費とその事業費に対応する補助金所要

額を記載すること。 



様式第８（第７条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

遂行状況報告書 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園核心地利用施設上質化事業

及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）の遂行状況について、補助金交付要

綱第７条第５号の規定により下記のとおり報告します。 
 

記 
 

１ 報告内容 

補助対象経費の

区分 

交付決定額 
(円) 

実施額 
(円) 

       遂 行 状 況 

    

合 計    

 

２ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

（注）１ 変更交付決定を行った事業は、変更後の金額を記載すること。 
２ 本様式は参考であり、交付要綱第７条第５号による報告を求められた場合には、

随時必要な項目を報告すること。 
３ 「補助対象経費の区分」欄は、交付要綱別表第１の「２ 区分」の中から該当す

るものを記載すること。 

４ 「交付決定額」欄は、合計額のみ記載すること。 
５ 必要に応じ適宜行の追加をすること。 



様式第９（第７条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 

 

令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）について、補助金交付要綱第７条

第７号の規定に基づき下記のとおり報告します。 
 

記 

 

１ 補助金額（交付要綱第 11 条第１項による額の確定額） 

                                  円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税 
額 
                                 円 

 

３ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 別紙として積算の内容を添付すること。 



様式第 10（第７条関係） 
 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

取得財産等管理台帳 
 

都道府県名 

 

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が国立公園等資源整備

事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事業

及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）交付要綱第７条第１０号

に規定する処分制限額以上の財産とする。 

２ 数量は、同一規格等であれば一括して記入して差し支えない。単価が異なる場合

は、分割して記入すること。 

３ 取得年月日は、検収年月日を記入すること。 

財 産 名 

（備品等名） 

規 格 数量 単 価 

   (円) 

金 額 

  (円) 

取 得

年月日 

耐用 

年数 

整備又は 
保管場所 

        



様式第 11（第 10 条関係） 

番   号 

年  月  日 
 
 環 境 大 臣  殿 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 

事業及び公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 
完了実績報告書 

 

 

令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）（以下「補助金」という。）を完

了（中止・廃止）しましたので、補助金交付要綱第 10 条第１項の規定に基づき下記のとお

り報告します。 
 

記 

 

１ 補助金の交付決定額及び交付決定年月日 

   金                  円（令和  年  月  日 番号） 

   （うち消費税及び地方消費税相当額       円 ） 

 

２ 補助事業の実施状況 

        別紙４－① 国立公園等利用促進事業実績報告書のとおり 
（若しくは、－② 国立公園等核心地利用施設上質化事業実績報告のとおり） 
（若しくは、－③ 国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業実績報告の

とおり） 
 

３ 補助金の経費実績 

    別紙５ 経費内訳のとおり 

 

４ 歳入歳出決算書（見込書）抜粋 

    別紙６ 令和  年度歳入歳出決算書（見込書）抜粋のとおり 
 
５ 補助事業の実施期間 

          年  月  日 ～   年  月  日 

 
６ 添付資料（領収書等含む） 
 



７ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス）



別紙５ 

 

経費内訳 

 

（１）総括表 

（単位：円） 

 

事業実施者 

 

 

区  分 

 

 

総事業費 

(a) 

寄付金その 

他の収入額 

(b) 

差引額 

(c)= 

(a)-(b) 

補助対象経

費 

(d) 

選定額 

(e)= 

(c)又は(d) 

補助率 

補助金 

所要額(f)= 

(e)×1/2 

補助金交付

決定額 

(g) 

過不足額 

(g)-(f) 

都道府県 

          

          

小  計          

市町村 

          

          

小  計          

合   計   
 

 
 

１／２    

（注）１ 「区分」欄は、交付要綱別表第１の「２ 区分」の中から該当するものを記載すること。 

２ 「総事業費」欄は、補助対象外事業費を除いた金額を記載すること。 

３ 「総事業費」欄から「補助金所要額」欄までは、交付申請又は変更交付申請時の金額を上段に（ ）書きすること。 

４ 「補助金所要額」欄は、1,000 円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。 



（２）事業別内訳 
 

事業実施者       
 

補助対象経費の支出額内訳                          

 （単位：円） 

補助対象経費の区分 金  額 積算内訳 

   

合   計 
 

 
 

 

購入した主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が 50 万円以上のもの） 

（単位：円） 

名  称 仕 様 数量 単 価 金 額 購入時期 

      

 

（注）１ 事業実施者ごとに別葉で作成すること。 

   ２ 「補助対象経費の区分」欄は、交付要綱別表第１の「２ 区分」ごとに、「３ 補

助対象経費」の中から該当するものを記載すること。 
   ３ 必要に応じ適宜行の追加をすること。 

  



別紙６ 

 

令和  年度歳入歳出決算書（見込書）抜粋 
 

（単位：  ） 

（歳   入） （歳   出） 
備 考 

事  項 金 額 事  項 金 額 

（款）  （款）   

（項）  （項）   

（目）  （目）   

（節）  （節）   

     

     

     

     

合  計  合  計   

＊市町村負担分は、   円を予定。 
 
 



様式第 12（第 10 条関係） 
番   号 

年  月  日 

  
 

環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

年度終了実績報告書 

 

 
 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた国立公

園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事

業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）（以下「補助金」という。）の令

和  年度における実績について、補助金交付要綱第 10 条第２項の規定に基づき下記のと

おり報告します。 
 

記 
 
１ 補助金の交付決定額及び交付決定年月日 

   金                  円（令和  年  月  日 番号） 

   （うち消費税及び地方消費税相当額       円 ） 

 

２ 補助事業の実施状況 

 
    ＊繰越承認を受けた場合は、翌会計年度に行う補助事業に関する計画を含む。 

 

３ 補助金の経費所要額実績 

    別紙のとおり 
 
４ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 
（１）責任者の所属部署・職名・氏名 
（２）担当者の所属部署・職名・氏名 
（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 



別紙 
 

経費所要額実績 
 
 

（単位：円） 
 

交 付 決 定 の 内 容 年 度 内 遂 行 実 績 翌 年 度 繰 越 額 

選定額 

 

① 

交付決定額 

 

② 

事業費支払 

実績額 

③ 

補助金 

受入済額 

④ 

事業費支払 

予定額 

①－③ 

補助金 

所要額 

②－④ 

      

 

 

（注）１ 「選定額」欄は、交付申請又は変更交付申請書における別紙２の「選定額」欄の

金額を転記すること 

２ 「交付決定額」欄は、変更交付決定を行った場合は、変更交付決定額を記載する

こと。 



様式第 13（第 11 条関係） 

                                                          第      号 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

交付額確定通知書 

 

 

                                             補助事業者          

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付決定した国立公園等資源整

備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化事業及び国立

公園等フィールド体験スポット整備促進事業）については、令和  年  月  日    

付け    第         号の完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したの

で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）（以下「適

正化法」という。）第 15 条の規定により通知する。 
 

 

  令和  年  月  日 

 

環 境 大 臣  ○ ○ ○ ○        

 

 

 

記 

 

 

確  定  額   金            円 

 

 

 

（超過交付額が生じた場合） 

 なお、超過交付となった金    円については、適正化法第 18 条第２項の規定により

令和  年  月  日までに返還することを命ずる。 

 

 

（本件担当官の氏名、連絡先等） 

 担当官の所属部署・職名・氏名 

 連絡先（電話番号・E メールアドレス） 



様式第 14（第 12 条関係） 

番   号 

年  月  日 

 

 

 環 境 大 臣  殿 

 

 

                            都道府県知事 

 

 

令和  年度国立公園等資源整備事業費補助金 
（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用施設上質化 
事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業） 

精算（概算）払請求書 

 

 

 令和  年  月  日付け    第         号で交付額確定（交付決定）の通知を

受けた国立公園等資源整備事業費補助金（国立公園等利用促進事業、国立公園等核心地利用

施設上質化事業及び国立公園等フィールド体験スポット整備促進事業）の精算払（概算払）

を受けたいので、補助金交付要綱第 12 条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。 
 

記 

 
１ 請求金額            金                  円 

 
２ 請求金額の内訳 

  （概算払の場合）                                                (単位：円) 

 

事業実施者 

 

交付決定額 

① 

支 出 費 用 状 況 概 算 払 

受 領 済 額       

⑤ 

 

差引請求額 

④－⑤ 

実績額 

② 

見込額 

③ 

合 計 

④＝②+③ 

       

       

       

    計       

 

  （精算払の場合）                                       (単位：円) 

 交 付 決 定 額         確 定 額         

① 

 概算払受領済額         

② 

 差 引 請 求 額        

①－② 

    

 

３ 振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号、名義（フリガナ）及び住所 

 



 
４ 概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。） 

 

５ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス） 

 

（注）「事業実施者」欄は、都道府県名又は市町村名を記載すること。 


